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１．平成18年9月中間期の業績（平成18年4月1日～平成18年9月30日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年9月中間期 1,483 (36.0) 1,056 (52.0) 1,087 (51.8)

17年9月中間期 1,090 (△36.4) 695 (△33.8) 716 (△34.0)

18年3月期 1,368 557 595

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭

18年9月中間期 1,116 (61.8) 74 17

17年9月中間期 690 (△36.4) 46 00

18年3月期 317 21 17

（注）①期中平均株式数 18年9月中間期 15,056,564株  17年9月中間期 15,008,365株  

 18年3月期  15,015,858株     

②会計処理の方法の変更 無

③当社は平成17年5月20日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割しておりますが、期中平均株 

  式数の算定に当たっては平成17年3月期期首に株式分割が行われたものとして計算しております。

④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年9月中間期 9,464 7,953 84.0 528 10

17年9月中間期 8,600 7,438 86.5 495 60

18年3月期 7,938 7,130 89.8 473 71

（注）①期末発行済株式数 18年9月中間期 15,059,960株  17年9月中間期 15,009,360株

 18年3月期 15,052,520株    

②期末自己株式数 18年9月中間期 360株  17年9月中間期 360株

 18年3月期 360株    

２．平成19年3月期の業績予想（平成18年4月1日～平成19年3月31日）  

 売上高 経常利益 当期純利益

  百万円 百万円 百万円

通　期 1,800  850  750  

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）49円80銭 

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 その他 年間

18年３月期    20  20

19年３月期（実績）   － －   

19年３月期（予想） － －  25  25

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

－ 1 －



Ⅰ．個別中間財務諸表等
(1）中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金  362,829   248,573   665,408   

２．貯蔵品  2,853   2,423   2,308   

３．関係会社短期貸付
金

 734,808   793,184   415,592   

４. 関係会社未収入金  1,113,851   1,492,027   286,623   

５．未収入金  7,550   579   1,481   

６. 未収法人税等  －   －   144,163   

７. 繰延税金資産  －   222,126   －   

８. その他  51,179   42,943   36,814   

流動資産合計   2,273,072 26.4  2,801,858 29.6  1,552,393 19.6

Ⅱ　固定資産           

(1）有形固定資産           

１．建物 ※１ 408,839   386,220   402,319   

２．器具備品 ※１ 16,264   10,028   11,940   

３．土地  196,427   196,173   196,427   

有形固定資産合計   621,532 7.2  592,422 6.3  610,687 7.7

(2）無形固定資産           

１．ソフトウェア  33,264   55,877   66,476   

２．その他  23,833   24,383   24,780   

無形固定資産合計   57,098 0.7  80,260 0.8  91,257 1.1

(3）投資その他の資産           

１．投資有価証券  1,306,616   689,774   722,508   

２．関係会社株式  3,611,181   3,473,843   3,548,343   

３．関係会社長期貸
付金

 542,419   1,440,584   825,974   

４．差入保証金  105,593   105,593   105,593   

５．保険積立金  83,150   83,169   83,150   

６．繰延税金資産  －   197,319   398,959   

７．その他  10,020   10,020   10,020   

８．貸倒引当金  △10,000   △10,000   △10,000   

投資その他の資産
合計

  5,648,981 65.7  5,990,304 63.3  5,684,549 71.6

固定資産合計   6,327,611 73.6  6,662,988 70.4  6,386,494 80.4

資産合計   8,600,684 100.0  9,464,846 100.0  7,938,887 100.0

           

－ 2 －



  
前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１. 短期借入金  －   300,000   －   

２．未払金  58,779   52,622   27,896   

３．未払法人税等  5,877   3,943   －   

４．前受金  2,629   －   －   

５．賞与引当金  －   10,434   16,255   

６．関係会社預り金  1,072,339   1,127,271   744,270   

７．預り金  3,384   5,197   3,122   

８．その他 ※２ 8,150   8,770   13,385   

流動負債合計   1,151,161 13.4  1,508,240 15.9  804,931 10.1

Ⅱ　固定負債           

１．預り敷金  －   3,480   3,480   

２．繰延税金負債  10,886   －   －   

固定負債合計   10,886 0.1  3,480 0.0  3,480 0.1

負債合計   1,162,047 13.5  1,511,720 16.0  808,411 10.2

（資本の部）           

Ⅰ　資本金   2,452,506 28.5  － －  2,481,367 31.2

Ⅱ　資本剰余金           

１．資本準備金  2,645,759   －   2,674,578   

資本剰余金合計   2,645,759 30.8  － －  2,674,578 33.7

Ⅲ　利益剰余金           

１．利益準備金  38,080  0.5 －  － 38,080  0.5

２．中間（当期）未処
分利益

 3,291,917  38.2 －  － 2,919,381  36.8

利益剰余金合計   3,329,997 38.7  － －  2,957,461 37.3

Ⅳ　土地再評価差額金   △1,004,342 △11.6  － －  △1,004,342 △12.7

Ⅴ　その他有価証券評価
差額金

  15,867 0.1  － －  22,562 0.3

Ⅵ　自己株式   △1,152 △0.0  － －  △1,152 △0.0

資本合計   7,438,636 86.5  － －  7,130,475 89.8

負債資本合計   8,600,684 100.0  － －  7,938,887 100.0

－ 3 －



  
前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

 （純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

　１　資本金   － －  2,486,769 26.3  － －

　２　資本剰余金           

　　(1) 資本準備金  －   2,679,972   －   

 　 　資本剰余金合計   － －  2,679,972 28.3  － －

  ３　利益剰余金           

 　 (1) 利益準備金  －   38,080   －   

    (2) その他利益剰
　　　　余金

          

 　　　 繰越利益剰余　
　　　　金

 －   3,735,122   －   

 　   利益剰余金合計   － －  3,773,202 39.9  － －

　４　自己株式   － －  △1,152 △0.0  － －

　　　　株主資本合計   － －  8,938,791 94.5  － －

Ⅱ　評価・換算差額等           

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

  － －  18,687 0.2  － －

　２　土地再評価差額
　　　金

  － －  △1,004,353 △10.6  － －

    評価・換算差額等
　　合計

  － －  △985,665 △10.4  － －

Ⅲ　純資産合計   － －  7,953,126 84.0  － －

　　負債純資産合計   － －  9,464,846 100.0  － －

           

－ 4 －



(2）中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　営業収益           

１．関係会社受取配当
金

 755,167   1,162,002   755,167   

２．その他の事業収入  335,510 1,090,678 100.0 321,485 1,483,487 100.0 613,358 1,368,526 100.0

Ⅱ　営業費用           

１．その他の事業費用  288,050 288,050 26.4 253,668 253,668 17.1 445,087 445,087 32.5

営業総利益   802,628 73.6  1,229,819 82.9  923,438 67.5

Ⅲ　販売費及び一般管理
費

  107,474 9.9  173,520 11.7  366,339 26.8

営業利益   695,153 63.7  1,056,299 71.2  557,098 40.7

Ⅳ　営業外収益           

１．受取利息  10,166   23,336   21,817   

２．受取配当金  4,295   7,406   4,575   

３．為替差益  10,662   1,178   20,572   

４．雑収入  3,795 28,919 2.7 1,469 33,389 2.3 2,761 49,725 3.6

Ⅴ　営業外費用           

１．支払利息  2,121   1,336   2,253   

２．デリバティブ評価
損

 －   －   4,095   

３. デリバティブ解約
損 

 4,098   －   －   

４．雑損失  1,584 7,804 0.7 1,175 2,511 0.2 4,669 11,019 0.8

経常利益   716,268 65.7  1,087,177 73.3  595,805 43.5

Ⅵ　特別利益           

  １．賞与引当金戻入  －   1,560   －   

２. 投資有価証券売却
益

 270 270 0.0 38,650 40,211 2.7 270 270 0.0

Ⅶ　特別損失           

１．固定資産除却損  38,483   19   46,154   

２．投資有価証券評価
損

 －   17,700   595,395   

３．投資有価証券売却
損

 1,619   －   1,619   

４．関係会社株式評価
損

 －   －   62,838   

５．減損損失  － 40,102 3.7 10,118 27,838 1.9 － 706,008 51.5

税引前中間（当期）
純利益又は税引前当
期純損失（△）

  676,436 62.0  1,099,550 74.1  △109,932 △8.0

－ 5 －



  
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

法人税、住民税及び
事業税

 172   605   777   

過年度法人税等還付
額

 △14,154   ―   △14,154   

法人税等調整額  ― △13,982 △1.3 △17,828 △17,223 △1.2 △414,438 △427,815 △31.2

中間（当期）純利益   690,418 63.3  1,116,773 75.3  317,882 23.2

前期繰越利益   2,601,498   ―   2,601,498  

中間（当期）未処分
利益

  3,291,917   ―   2,919,381  

－ 6 －



(3) 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）                               (単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金
利益剰余金
合計

繰越利益剰
余金

平成 18年 3月31日　残高 2,481,367 2,674,578 2,674,578 38,080 2,919,381 2,957,461 △1,152 8,112,255

中間会計期間中の変動額

新株の発行 5,401 5,393 5,393     10,795

剰余金の配当     △301,043 △301,043  △301,043

中間純利益     1,116,773 1,116,773  1,116,773

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額）

    10 10  10

中間会計期間中の変動額合計 5,401 5,393 5,393 ― 815,741 815,741 ― 826,536

平成 18年 9月30日　残高 2,486,769 2,679,972 2,679,972 38,080 3,735,122 3,773,202 △1,152 8,938,791

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券　  

評価差額金
土地再評価差額金

評価・換算差額等合
計

平成 18年 3月31日　残高 22,562 △1,004,342 △981,779 7,130,475

中間会計期間中の変動額

新株の発行    10,795

剰余金の配当    △301,043

中間純利益    1,116,773

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額）

△3,875 △10 △3,885 △3,735

中間会計期間中の変動額合計 △3,875 △10 △3,885 822,650

平成 18年 9月30日　残高 18,687 △1,004,353 △985,665 7,953,126

－ 7 －



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法に基づく原価法

(1）有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

同左

(1）有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

同左

②その他有価証券

（時価のあるもの）

　中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定）

②その他有価証券

（時価のあるもの）

同左

②その他有価証券

（時価のあるもの）

　決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は、全部資本直入

法により処理し、売却原価は、移

動平均法により算定）

（時価のないもの）

　移動平均法に基づく原価法

（時価のないもの）

同左

（時価のないもの）

同左

(2）デリバティブ

時価法

(2）デリバティブ

―――――

(2）デリバティブ

―――――

(3）たな卸資産

①貯蔵品

最終仕入原価法

(3）たな卸資産

①貯蔵品

同左

(3）たな卸資産

①貯蔵品

同左

   

２．固定資産の減価償却の方

法

   

(1）有形固定資産 　定率法（ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（附属設備を

除く）については定額法）によって

おります。

　なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

 　建物　　　　　　　15年～47年

   器具備品　　　　　５年～15年

同左 同左

(2）無形固定資産 　定額法によっております。なお、

自社利用のソフトウェアについては

社内における利用可能期間（３年ま

たは５年）に基づく定額法によって

おります。

同左 同左

    

３．引当金の計上基準    

(1) 貸倒引当金 　営業未収入金等債権の貸倒損失に

備えるため、一般債権について貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

同左 同左

(2) 賞与引当金  ――――― 　従業員に対する賞与の支給に充て

るため、支給見込額に基づき、計上

しております 

 同左

    

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

おります。

同左 　外貨建金銭債権債務は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しており

ます。

    

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

６．その他財務諸表（財務諸

表）作成のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理方法 　消費税等（消費税及び地方消費税、

以下同じ）の会計処理は税抜方式に

よっております。なお、資産に係る

控除対象外消費税等は発生事業年度

の期間費用としております。

同左 　　　　　　　同左

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間

（自　平成17年４月１日

至　平成17年９月30日）

当中間会計期間

（自　平成18年４月１日

至　平成18年９月30日）

前事業年度 

（自　平成17年４月１日 

至　平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準）

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計審議会　

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号　平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響

はありません。

　　　――――――――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計

基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審議会　平成

14年８月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号　平成15年10月31日）を適用して

おります。これによる損益への影響はありま

せん。

追加情報

前中間会計期間

（自　平成17年４月１日

至　平成17年９月30日）

当中間会計期間

（自　平成18年４月１日

至　平成18年９月30日）

前事業年度

（自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日）

――――― 　賞与に関する規定の改定に伴い、前会計年

度より賞与引当金を計上しております。この

変更に伴う影響額は軽微であります。

　賞与に関する規程の改定に伴い、当事業年

度より賞与引当金を計上しております。この

変更に伴い、営業利益・経常利益が18,206千

円減少し、税引前当期純損失が同額増加して

おります。

  ――――― 　次期会計年度より、連結納税制度を適用す

るため、前事業年度より、税効果会計につい

て、連結納税制度の適用を前提とした会計処

理を行っております。これにより当期純利益

が17,828千円増加しております。

　翌々会計年度より、連結納税制度を適用す

るため、当事業年度より、税効果会計につい

て、連結納税制度の適用を前提とした会計処

理を行っております。これにより当期純利益

が414,438千円増加しております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

項目
前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
前事業年度末

（平成18年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却

累計額
108,501千円        109,874千円 111,030千円

    

　２．消費税等の取扱い 　仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺の上、流動負債のその他として

表示しております。

同左

 

 

同左

３．偶発債務
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

――――――   債務保証　

 次の関係会社について、金融機関

からの借入金に対し債務保証を

行っております

   REDAC,INC.      1,490千米ドル

 

――――――

(1）リース債務に対する保証    

株式会社リロクラブ 33,540千円 11,054千円 19,212千円

(2）賃貸借契約に対する保証    

株式会社リロケーショ

ン・ジャパン
20,636千円 20,636千円 20,636千円

株式会社リロクラブ 44,389千円 44,389千円 44,389千円

(3）業務委託契約に関する保

証業務
   

株式会社リロクラブ 426,084千円 240,002千円 333,043千円

株式会社リラックス・コ

ミュニケーションズ
151,698千円 87,760千円 119,729千円
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（中間損益計算書関係）

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１.減価償却実施額
   

有形固定資産 9,748千円 8,126千円 19,520千円

無形固定資産 28,147千円      11,588千円    46,591千円

    

２.減損損失 ―――――― 　当中間会計期間において、当社

は以下の資産について減損損失を

計上しました。

場所 用途 種類

岩手県

八幡平市
遊休資産 

建物

及び

土地

  

 当社グループは、遊休資産につい

ては、個々の物件をグルーピング

の最小単位としております。上記

資産は、継続的な時価の下落等に

より帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を(減損損失

10,118千円）として特別損失に計

上しました。その内訳は、建物

9,864千円、土地253千円でありま

す。当該資産グループの固定資産

回収可能価額は正味売却価額によ

り測定しており、主に固定資産税

評価額及び減価償却計算に用いら

れている税法規定等に基づく残存

価額（取得価額の５％）を基に評

価しております。

――――――

    

    

（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

普通株式 360 ― ― 360

合計 360 ― ― 360
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①　リース取引

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外の

ファイナンス・リース

取引

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

中間期
末残高
相当額
（千円）

器具備
品

21,719 7,911 13,807

ソフト
ウェア

3,066 511 2,555

合計 24,786 8,422 16,363

 

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

中間期
末残高
相当額
（千円）

器具備
品

20,773 5,879 14,894

ソフト
ウェア

28,372 2,233 26,139

合計 49,146 8,113 41,033

 

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

期末残
高相当
額
（千円）

器具備
品

17,698 4,058 13,639

ソフト
ウエア

9,940 932 9,008

合計 27,638 4,990 22,647

(2）未経過リース料の中間期末残高

相当額等

　未経過リース料の中間期末残高

相当額

(2）未経過リース料の中間期末残高

相当額等

　未経過リース料の中間期末残高

相当額

(2）未経過リース料の期末残高相当

額等

 　未経過リース料の期末残高相当

額

１年内 3,794千円

１年超 12,826千円

合計 16,620千円

１年内 9,905千円

１年超 31,848千円

合計 41,754千円

１年内 5,426千円

１年超 17,523千円

合計 22,949千円

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額、

支払利息相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額、

支払利息相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額、

支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 2,332千円

減価償却費相当

額
2,234千円

支払利息相当額 117千円

支払リース料 2,871千円

減価償却費相当

額
3,122千円

支払利息相当額 212千円

支払リース料 4,472千円

減価償却費相当

額
4,302千円

支払利息相当額 233千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

同左

 ２．オペレーティング・

リース取引

 未経過リース料

１年内 1,075千円

１年超 －千円

合計 1,075千円

 （減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失は

ありません。

 未経過リース料

１年内 1,254千円

１年超 626千円

合計     1,881千円

 （減損損失について）

　　　　　　　 同左

 未経過リース料

１年内 －千円

１年超 －千円

合計      －千円

 （減損損失について）

　　　　　　　 同左

②　有価証券

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。

（１株当たり情報）

　中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

該当事項はありません。 該当事項はありません。 　該当事項はありません。
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